
 

一般競争入札を行いますので，京都市契約事務規則第２８条の４の規定に基づき，次

のとおり公告します。 

令和元年１２月６日 

京都市長 門 川 大 作 

１ 入札に付する事項 

  調達件名 

ア （単価契約）電力の供給（中央卸売市場第一市場） 

イ （単価契約）電力の供給（中央卸売市場第二市場） 

ウ （単価契約）電力の供給（消防局本部庁舎） 

エ （単価契約）電力の供給（南部クリーンセンター） 

オ （単価契約）電力の供給（北部クリーンセンター） 

カ （単価契約）電力の供給（東北部クリーンセンター） 

キ （単価契約）電力の供給（北部まち美化事務所 ほか１０施設） 

ク （単価契約）電力の供給（京都市立小学校・中学校（北区18校）） 

ケ （単価契約）電力の供給（京都市立小学校・中学校（上京区14校）） 

コ （単価契約）電力の供給（京都市立小学校・中学校（中京区16校）） 

サ （単価契約）電力の供給（京都市立小学校・中学校（下京区・東山区16校）） 

シ （単価契約）電力の供給（京都市立小学校・中学校（南区15校）） 

ス （単価契約）電力の供給（京都市立小学校・中学校（左京区25校）） 

セ （単価契約）電力の供給（京都市立小学校・中学校（山科区19校）） 

ソ （単価契約）電力の供給（京都市立小学校・中学校（右京区27校）） 

タ （単価契約）電力の供給（京都市立小学校・中学校（西京区26校）） 

チ （単価契約）電力の供給（京都市立小学校（伏見区31校）） 

ツ （単価契約）電力の供給（京都市立中学校（伏見区13校）） 

テ （単価契約）電力の供給（京都市立高等学校 10校） 

ト （単価契約）電力の供給（京都市立総合支援学校 9校） 

  調達物品の特質，需要予定電力量等 

入札説明書，仕様書及び「電力入札に関するよくある質問」（以下「入札説明書

等」という。）のとおり 

 



 

  契約（供給）期間 

令和２年４月１日０時から令和３年３月３１日２４時まで 

（令和２年４月計量日から令和３年４月計量日の前日まで） 

 

２ 入札参加資格に関する事項 

以下に掲げる入札参加資格の種類に応じ，その全てを満たす者 

   入札の前に確認する資格（以下「事前確認資格」という。） 

  ア 一般競争入札参加資格確認申請書を提出しようとする日（以下「申請日」とい

う。）の前日において京都市契約事務規則（以下「規則」という。）第４条第２項

に規定する一般競争入札有資格者名簿（物品）に登載されている者で令和元年８月

２７日付け京都市告示第３０４号に定める令和２年度から令和５年度までの資格の

申請を行っているもの（以下「登録業者」という。）又は登録業者以外の者で申請

日の前日までに令和元年１１月２７日付け京都市告示第４３８号（以下「告示」と

いう。）に定める物品の資格の申請を行っていること。 

  イ 申請日から事前確認資格の確認の日までの間において，京都市競争入札等取扱要

綱（以下「要綱」という。）第２９条第１項の規定に基づく競争入札参加停止（以

下「参加停止」という。）を受けていないこと。 

  ウ 電気事業法第２条第１項第３号の規定により小売電気事業の登録を受けた者（以

下「小売電気事業者」という。）。 

  エ 入札に参加しようとする需要施設に要する予定使用電力量の供給に十分な電源

を確保していること。 

  オ 入札に参加しようとする電気事業者が，電力の供給約款を定めている場合は，

その供給約款が，供給約款を定めていない場合は，電力の供給条件が，一般送配

電事業者（入札の対象施設が供給区域内にあるものに限る。）の電気供給条件

（特別高圧・高圧）に準じた内容のものであること。 

  カ 令和元年１２月２０日（金）午後５時までに，本市環境政策局地球温暖化対策

室に「京都市環境に配慮した電力調達契約評価項目報告書」を提出し，かつ，事

前確認資格の確認の日までに「京都市環境に配慮した電力調達契約評価基準」を

満たしていると認められた者。 

  キ 本件入札に参加しようとする個人，法人の代表者又は個人若しくは法人の代表



 

者の委任を受けた者（以下「代表者等」という。）が，本件入札に参加しようと

する他の代表者等と同一人でないこと。 

  開札の後に確認する資格（以下「事後確認資格」という。） 

 ア 登録業者以外の者で，申請日の前日までに告示に定める資格の申請を行ってい

る者にあっては，開札の時までに告示に定める資格を有する者であると認められて

いること。 

 イ 事前確認資格の確認の日から事後確認資格の確認の日までの間において，参加

停止を受けていないこと。 

 

３ 入札説明書等及び一般競争入札参加資格確認申請書の交付 

入札説明書，仕様書及び一般競争入札参加資格確認申請書については，公告の日から

令和元年１２月２０日（金）まで，下記 のウェブページに掲載するとともに，下記 

の場所においても，無償で交付する。ただし，下記 の場所における無償配布の交付時

間は，京都市の休日を定める条例に規定する本市の休日（以下「休日」という。）を除

く日の午前９時から午後５時まで（ただし，正午から午後１時までの時間帯を除く。）

とする。 

  京都市行財政局財政部契約課のウェブページのアドレス 

http://www2.city.kyoto.lg.jp/rizai/chodo/ 

  交付場所 

〒604-8571 京都市中京区寺町通御池上る上本能寺前町488番地 

京都市役所分庁舎１階 

京都市行財政局財政部契約課 

電話 075-222-3315 

 

４ 入札方法等 

  入札は，次に掲げる方法のいずれかによる。 

ア 電子入札コアシステムに対応している認証局が発行したＩＣカード（本市に提出

済みの「使用印鑑届」の代表者と同一人のもの又は受任者がいる場合には受任者の

氏名と同一人のもので，かつ，落札決定までの期間において有効であるものに限

る。）を取得したうえで，京都市電子入札システムへの利用者登録を行っている者

http://www2.city.kyoto.lg.jp/rizai/chodo/


 

が，インターネットを利用して入札データを送信する方法（以下この方法により入

札しようとする者を「インターネット利用者」という。） 

イ 入札端末機利用者カード（規則第６条第４項に規定する入札端末機利用者カード

をいう。）の交付を受けている者が，京都市行財政局財政部契約課（以下「契約

課」という。）に設置する入札端末機（規則第６条第２項に規定する入札端末機を

いう。以下同じ。）を使用することにより入札データを送信する方法（以下この方

法により入札しようとする者を「端末機利用者」という。） 

ウ 書留郵便により入札書を送付する方法（以下この方法により入札しようとする者

を「郵便利用者」という。） 

  インターネット利用者は，５ イにより入札参加資格確認申請書を送信しようとす

る日の前日までに京都市電子入札システムの利用者登録を行っていなければならない。

また，所定の期日までに利用者登録したインターネット利用者であっても，５ イに

定める期限までに京都市電子入札システムに入札参加資格確認申請書を送信しなかっ

た者はインターネットを利用して入札データを送信することはできない。この場合に

おいて，その者（令和元年１２月２０日（金）午後５時までに，３ の場所に５ ア

の提出書類を別途提出し，事前確認資格があると認められた者に限る。）は入札期間

の終了の１時間前までに，入札端末機の一時使用の申請を行ったときは，入札端末機

を使用して入札データを送信することができる（入札端末機利用者カードの発行を受

けていないときは，あらかじめ，入札端末機利用者カードの発行を申請し，同カード

の発行を受けておくこと。）。 

  端末機利用者が，入札端末機利用者カードの発行を受けていないときは，入札期間

の終了の１時間前までに，入札端末機利用者カードの発行を申請し，同カードの発行

を受け入札すること。 

  入札は１ に掲げる調達件名ごとに行う。 

  契約の締結は単価契約により行うので，入札に当たっては，基本料金，月ごとの電

力量料金などの単価を設定することを条件とする。 

  なお，１ キからトまでの案件については，同一案件内における各施設の単価を同

一の単価に設定すること。 

  落札の決定は，上記 による単価に基づいて算定された，契約期間に係る電気料金

の総額の比較によって行う。 



 

  なお，この電気料金の総額には，電力の供給に必要な一切の諸費用を含めるもの

とする。ただし，再生可能エネルギー発電促進賦課金及びアンシラリーサービス料

金については，含めないものとする。 

  落札決定に当たっては，入力又は記載された金額(電気料金の総額)に当該金額

の１００分の１０に相当する額を加算した金額（当該金額に０．０１円未満

の端数があるときは，その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とする

ので，入札者は，消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業

者であるかを問わず，契約（供給）期間に係る総額として見積もった契約希望

金額の１１０分の１００に相当する金額を入力又は記載すること。 

  契約の締結は，単価契約依頼明細書に示す品名ごとの基本料金及び電力量料金の金

額（基本料金の単価と契約電力を乗じて得た額及び電力量料金の単価と予定使用電力

量を乗じて得た額で，積算内訳書に示す調整額を算入する前の金額とする。）を予定

数量で割り戻した税抜単価（当該金額に ０．０１円未満の端数があるときは，その

端数を切り捨てた金額）に当該金額の １００分の１０に相当する額を加算した金額

（当該金額に０．０１円未満の端数があるときは，その端数を切り上げた金額）によ

り単価契約を行う。 

  また，積算に用いた単価及び算出式については，契約期間適用するものとする。 

  入札の前に入札参加者の数又は商号（法人にあっては名称）の公表は行わない。 

  予定価格は，下表のとおりとし，予定価格の内訳は，別添の単価契約依頼明細書の

とおりとする。なお，予定価格は，消費税及び地方消費税相当額を含まない。 

件  名 契約番号 予定価格（円） 

（単価契約）電力の供給（中央卸売市場第一

市場） 
２０００７１ ２２８，８３９，１７１ 

（単価契約）電力の供給（中央卸売市場第二

市場） 
２００１５２ ９４，４５１，５６２ 

（単価契約）電力の供給（消防局本部庁舎） ２０００６３ ４８，０６８，３３８ 

（単価契約）電力の供給（南部クリーンセン

ター） 
２０００７０ ９５，６００，６３５ 



 

   

（単価契約）電力の供給（北部クリーンセン

ター） 
２０００８１ ８２，２９７，５６４ 

（単価契約）電力の供給（東北部クリーンセ

ンター） 
２０００７２ １４８，０４４，８４９ 

（単価契約）電力の供給（北部まち美化事務

所 ほか１０施設） 
２０００９８ ３８，０９２，９１５ 

（単価契約）電力の供給（京都市立小学校・

中学校（北区18校）） 
２０００４９ ５３，４４０，４４８ 

（単価契約）電力の供給（京都市立小学校・

中学校（上京区14校）） 
２０００５０ ４４，１９８，７５１ 

（単価契約）電力の供給（京都市立小学校・

中学校（中京区16校）） 
２０００５１ ４８，６４３，５６４ 

（単価契約）電力の供給（京都市立小学校・

中学校（下京区・東山区16校）） 
２０００５３ ６４，４３３，１０９ 

（単価契約）電力の供給（京都市立小学校・

中学校（南区15校）） 
２０００５４ ５２，８０９，７９５ 

（単価契約）電力の供給（京都市立小学校・

中学校（左京区25校）） 
２０００５５ ７５，７２９，７６１ 

（単価契約）電力の供給（京都市立小学校・

中学校（山科区19校）） 
２０００５６ ６４，０６１，０５９ 

（単価契約）電力の供給（京都市立小学校・

中学校（右京区27校）） 
２０００５７ ８２，６３８，５５１ 

（単価契約）電力の供給（京都市立小学校・

中学校（西京区26校）） 
２０００５８ ７６，２３２，７０２ 

（単価契約）電力の供給（京都市立小学校

（伏見区31校）） 
２０００５９ ８５，１９６，３０４ 

   



 

   

（単価契約）電力の供給（京都市立中学校

（伏見区13校）） 
２０００６０ ５０，０５５，３９９ 

（単価契約）電力の供給（京都市立高等学校 

10校） 
２０００６１ １０２，２４８，１５１ 

（単価契約）電力の供給（京都市立総合支援

学校 9校） 
２０００６２ ４２，９２２，１９６ 

 

５ 事前確認資格の確認の手続 

  入札に参加しようとする者は，下記イの表の第１欄に掲げる入札方法による区分に

応じ，それぞれ第２欄に掲げる提出方法により，それぞれ第３欄に掲げる受付期間内

において，下記アに掲げる書類を提出しなければならない。 

なお，指定する期間内に必要な書類を提出しない者又は事前確認資格がないと認め

られた者は，本件入札に参加することができない。 

  ア 提出書類 

(ｱ) 一般競争入札参加資格確認申請書（以下「申請書」という。） 

(ｲ) 提出書類 

２ ウからオに掲げる条件に係る証明書類等 

※２ オについては，指定様式により証明書を作成し，提出すること。

また，カについては，本市環境政策局地球温暖化対策室に１部提出

すること。提出方法等の詳細については同室の指示に従うこと。 

      〒604－8005 京都市中京区河原町通三条上る恵比須町427番地 

      京都朝日会館5階 

京都市環境政策局地球温暖化対策室 

   電話 075-222-4555 

イ 提出方法等 

第１ 第２ 第３ 

インターネット 申請書については，京都市電子入 公告の日から令和元年１２月 

利用者 札システムにおいて必要事項を入 ２０日（金）まで（休日を除



 

力し，送信すること。５ ア(ｲ)

に掲げる書類については，３ の

場所へ持参し，又は書留郵便を到

着させること。 

く。）の午前９時から午後５時

まで（ただし，持参の場合は，

正午から午後１時までを除

く。）。 

端末機利用者及

び郵便利用者 

３ の場所へ持参し，又は書留郵

便を到着させること。 

公告の日から令和元年１２月 

２０日（金）まで（休日を除

く。）の午前９時から午後５時

まで（ただし，持参の場合は，

正午から午後１時までを除

く。）。 

  事前確認資格の確認 

申請書の受領後，事前確認資格の確認を行い，その結果を次の表の左欄に掲げる入

札方法による区分に応じ，それぞれ同表の右欄に掲げる方法により通知する。この場

合において，資格がないと認めた者に対しては，その理由を付して通知する。 

インターネット利用者 事前確認資格の確認結果を電子入札システムによ

り確認するよう令和２年１月１０日（金）までに

電子メールを送信する。 

端末機利用者及び郵便利用者 令和２年１月１０日（金）までに，一般競争入札

参加資格確認通知書により通知する。 

  事前確認資格がないと認めた者に対する理由の説明 

ア 事前確認資格がないと認められた者は，市長に対し，書面により，事前確認資格

がないと認めた理由の説明を求めることができる。 

イ ５ アの規定により理由の説明を求めようとする者は，５ の規定による通知を

受けた日から次の表の提出期限の日時までの間に，書面を３ の場所へ持参し提出

しなければならない（受付時間は，休日を除く日の午前９時から正午まで及び午後

１時から午後５時までに限る。）。市長は，書面の提出があったときは，同表の発

送期日の月日までに書面による回答を発送する。 

 



 

提出期限 発送期日 

令和２年１月１５日（水）午後５時 令和２年１月２０日（月） 

 

６ 入札説明書等に対する質問期限及び回答期日 

  入札説明書等に対して３ のウェブページに掲載している「電力入札に関するよく

ある質問」以外の質問をしようとする者は，市長に対し，質問事項，住所，商号及び

氏名（法人にあっては，主たる事務所の所在地，名称及び代表者氏名，届出済みの受

任者（以下「受任者」という。）がある場合には，受任者に係る事務所の所在地及び

氏名）を記載，押印した書面を６ の表の提出期限までに，３ の場所へ持参し提出

しなければならない（受付時間は，休日を除く日の午前９時から正午まで及び午後１

時から午後５時までに限る。）。 

  市長は，６ による質問を受けたときは，次の表の回答期日までに質問に対する

回答書を，３ のウェブページに掲載するとともに，３ の場所において閲覧でき

るようにする。 

なお，提出期限の経過後は，入札説明書等に対する質問は，一切受け付けない。 

提出期限 回答期日 

令和元年１２月２０日（金）午後５時 令和２年１月１０日（金） 

 

７ 入札期間及び開札日時等 

  電子入札システムによる入札期間 

電子入札システムによる入札期間は，次の表の左欄に掲げる入札方法による区分に

応じ，それぞれ同表の右欄に掲げる期間及び時間とする。 

インターネット利用者 令和２年１月２１日（火） 

 １月２２日（水） 

 １月２３日（木） 

（午前９時から午後５時まで） 



 

  

端末機利用者 令和２年１月２１日（火） 

 １月２２日（水） 

 １月２３日（木）  

 (午前９時から正午まで，及び午後１時から午後５時まで) 

なお，３ の場所に設置した入札端末機の利用を希望する者で，入札端末機利用者

カードの交付を受けていない者は，入札期間の終了の時刻の１時間前までに所定の手

続きをすること。 

  書留郵便による入札期間 

令和２年１月２３日（木）午後５時までに，３ の場所に必着させること。 

  開札日時 

令和２年１月２４日（金）午前１０時から開札する。 

  入札を辞退する場合 

事前確認資格があると認めた者が入札を辞退する場合，インターネット利用者及び

端末機利用者は「辞退」と必ず入力し，送信すること。郵便利用者は「辞退届」を７

 の期間までに，書留郵便により３ の場所に必着させること。 

上記の辞退手続を取らない場合は，入札無断欠席として，入札参加停止等の措置を

行う。 

 

８ 事後確認資格の確認 

   開札後，事後確認資格の確認を行う。確認を行った結果，事後確認資格がないと認

められたときは，その者の行った入札は無効とする。 

なお，事後確認資格の確認の結果については，通知を行わない。 

  事後確認資格がないと認められた者は，落札決定日の翌日から５日（日数の計算

に当たっては，休日を除く。）以内に請求があった場合に限り，事後確認資格がな

いと認めた理由を口頭により通知する。ただし，上記期間内に，書面による通知を

請求する旨の書面による請求があった場合には，書面による通知を行う。 

 



 

９ 競争入札参加資格の確認の取消し 

市長は，入札参加資格があると認めた者が，次の各号のいずれかに該当することとな

ったときは，その者の入札参加資格を取り消す。この場合において，確認の取消し対象

となった入札参加資格が事前確認資格であるときは，その者に対し，その旨を通知する

ものとする。 

  落札決定の日時までに，規則第２条の規定により告示し，又は要綱第１４条の規定

により定めた２の入札参加者の資格を喪失したとき。 

  事前確認資格の確認後，落札決定の日までの期間に，参加停止を受けたとき。 

   及び に掲げるもののほか，本件入札に参加する者に必要な資格を欠くこととな

ったとき。 

  その他市長が特に入札に参加させることが不適当であると認めたとき。 

 

10 落札決定日及び落札者の決定方法 

落札決定日は，令和２年１月２４日（金）とする。予定価格の範囲内で入札し，か

つ，事後確認資格があると認められた者の中で，最低の価格をもって入札した者を落

札者とする。 

 

11 落札決定の通知等 

   落札決定の通知 

落札者に対しては，落札した旨を以下のとおり通知する。 

ア 落札者がインターネット利用者である場合 

落札結果を電子入札システムにより確認するよう，電子メールを送信する。 

イ 落札者が，端末機利用者又は郵便利用者である場合 

落札決定日の午後３時以降に電話により通知する。 

  落札者以外の入札参加者に対する通知 

ア インターネット利用者である場合 

落札結果を電子入札システムにより確認するよう，電子メールを送信する。 

イ 端末機利用者又は郵便利用者である場合 

落札決定日の翌日から５日（日数の計算に当たっては，休日を除く。次号におい

て同じ。）以内に請求があった場合に限り，落札結果を口頭により通知する。ただ



 

し，上記期間内に，書面による通知を請求する旨の書面による請求があった場合に

は，書面による通知を行う。 

  落札者以外の入札参加者に対する書面による理由説明 

落札者とならなかった者は，落札決定日の翌日から５日以内に，その理由について

説明を求めることができる。回答は，口頭又は書面（請求が書面によるもので書面に

よる通知を請求したものである場合に限る。）により行う。 

  入札の執行結果の公表 

入札の執行結果は，原則として落札決定日の翌日午後１時から，契約課ウェブペー

ジ又は契約課室内での入札執行結果表の閲覧により，確認できるようにする。 

  落札者が契約を締結しない場合 

落札者が契約を締結しないときは，契約辞退に該当するため，３箇月の競争入札

参加停止を行い，さらに当該入札金額の１００分の５に相当する額を違約金として

徴収する。 

 

12 入札の無効 

  規則第６条の２各号（第３号及び第１３号を除く。）に定めるもののほか，申請

書その他の提出書類に虚偽の記載をした者が行った入札は，無効とする。 

  この入札において，代表者等と同一人である者の双方が入札したことが判明した

ときは，当該代表者等及び同一人である者のした入札は，規則第６条の２第１４号

に基づきそれぞれ無効とするとともに，参加停止を行う。また，この入札により落

札者を決定した場合において，契約を締結するまでの間に，落札者となった代表者

等が，この入札において入札した他の代表者等と同一人であったことが判明したと

きは，契約を締結せず，それぞれについて参加停止を行う。 

 

13 予算不成立の場合の無効 

契約日は令和２年４月１日とする。ただし，本件調達に係る予算が成立しないときは，

本件調達に係る公告は無効とし契約は締結しない。この場合において，本件調達のた

めに行った準備行為等に係る費用が既に発生していても，落札者は，その費用を本市

に請求することはできない。 

 



 

14 登録業者の資格が認められなかった場合の契約不締結等 

２ で定める令和２年度から令和５年度までの資格の申請において，資格が無いと本

市が認めた場合は契約を締結しない。この場合において，本件調達のために行った準

備行為等に係る費用が既に発生していても，落札者は，その費用を本市に請求するこ

とはできない。 

15 その他 

   この調達は，政府調達に関する協定その他の国際約束の適用を受けるものである。 

  手続において使用する言語及び通貨は，日本語及び日本国通貨に限る。 

   入札保証金及び契約保証金 免除 

   契約書作成の要否 要 

  ２ アに該当する者が落札者となったときは，契約の締結時に京都市暴力団排除

条例施行規則第７条に規定する誓約書を提出すること。 

  なお，誓約書を提出しない場合は，契約辞退に該当するため，競争入札参加停止

措置を行うとともに，入札金額の１００分の５に相当する額を違約金として徴収す

る。 

  詳細は，入札説明書による。 

  本公告に関する問合せ先 ３ の交付場所に同じ。 

16 Summary 

   Contract items up for tender: 

     (a) Supply of electric power to use at Kyoto Central Wholesale  

Market No.1 

(b) Supply of electric power to use at Kyoto Central Wholesale  

Market No.2 

  (c) Supply of electric power to use at Kyoto City Fire Bureau 

Headquarters 

(d) Supply of electric power to use at Nanbu Clean Center 

  (e) Supply of electric power to use at Hokubu Clean Center 

  (f) Supply of electric power to use at Tohokubu Clean Center 

  (g) Supply of electric power to use at North Ward Beautification Office and 



 

10 other office 

(h) Supply of electric power to use at Kyoto City Elementary schools，

Junior high schools （Kita Ward） 

(i) Supply of electric power to use at Kyoto City Elementary schools， 

Junior high schools （Kamigyo Ward） 

(j) Supply of electric power to use at Kyoto City Elementary schools， 

Junior high schools （Nakagyo Ward） 

(k) Supply of electric power to use at Kyoto City Elementary schools， 

Junior high schools （Shimogyo Ward，Higashiyama Ward） 

(l) Supply of electric power to use at Kyoto City Elementary schools， 

Junior high schools （Minami Ward） 

(m) Supply of electric power to use at Kyoto City Elementary schools， 

Junior high schools （Sakyo Ward） 

  (n) Supply of electric power to use at Kyoto City Elementary schools， 

Junior high schools （Yamashina Ward） 

  (o) Supply of electric power to use at Kyoto City Elementary schools， 

Junior high schools （Ukyo Ward） 

  (p) Supply of electric power to use at Kyoto City Elementary schools， 

Junior high schools （Nishikyo Ward） 

  (q) Supply of electric power to use at Kyoto City Elementary schools 

（Fushimi Ward） 

  (r) Supply of electric power to use at Kyoto City Junior high schools 

（Fushimi Ward） 

  (s) Supply of electric power to use at Kyoto City High schools 

  (t) Supply of electric power to use at Kyoto City schools for Special 

Education 

   Time-limit for the submission of application forms and relevant  

documents for the qualification：20 December, 2019 

  Time-limit of tenders： 5：00p.m．23 January, 2020 

  Contact point for the notice: Contracts Section，Finance Division, 



 

Administrative and Budgetary Bureau，City of Kyoto   

Teramachi-Oike，Nakagyo-ku，Kyoto 604-8571，Japan  

Phone 075-222-3315 

   Inquiries will only be accepted in Japanese 

（行財政局財政部契約課） 


